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東日本大震災により生じた災害廃棄物から 

生成する溶融スラグの再生利用について 

 

 

 

東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理に関しまして、御協力

をいただき感謝申し上げます。 

「広域処理の推進に係るガイドライン」において、災害廃棄物を焼却し

た際の飛灰への濃縮率について、ストーカ式及び流動床式の焼却炉におけ

る安全性の考え方をお示ししているところでございますが、今般 12 月２

日開催の第 10 回災害廃棄物安全評価検討会において、ガス化溶融炉から

発生する溶融飛灰及び溶融スラグについて検討がなされ、別添のように取

りまとめましたので、お知らせいたします。 

ついては、本資料を参考に、受入自治体や住民の御理解を得て広域処理

が円滑に進むよう、管内市町村等への周知方お願いするとともに、広域処

理に向け特段の御協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

＜連絡先＞ 

環境省廃棄物・リサイクル対策部 

廃棄物対策課     

担当：豊村、渡辺 

電話：03-5501-3154  FAX:03-3593-8263 

Email: hairi-haitai@env.go.jp 
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災害廃棄物の広域処理における溶融処理の考え方について 

（広域処理推進ガイドラインに追加すべき内容） 

 

 

１．災害廃棄物の溶融処理について 

災害廃棄物の広域処理を行う際、受入側地方公共団体において通常の焼却

処理ではなく溶融処理が導入されている場合には、処理後には溶融スラグと

溶融飛灰が生じることになる。溶融飛灰については、通常の焼却処理同様、

処分の安全性を確認する必要がある一方、溶融スラグについては再生利用の

観点も考慮する必要がある。 

そこで、溶融炉から生じる溶融飛灰の処理と溶融スラグの再生利用の考え

方について整理する（溶融スラグ、ガス化溶融炉の概要についてはそれぞれ

別添１，２を参照）。 

 

２．溶融飛灰の処分の考え方 

溶融飛灰の安全な処分の観点からは、広域処理推進ガイドラインで既に示

している、「Ⅲ 災害廃棄物の焼却処理に関する評価」と同様に、溶融飛灰

の濃縮率を設定し、すべての放射性物質が飛灰に移行するものとの安全側の

仮定を置いて、飛灰中の放射性セシウム濃度を算定し、これが8,000Bq/kg以

下であること確認することとなる。 

この場合の溶融飛灰の発生割合は、どの種類の炉でも３％を超えている（別

添３表２参照）ことから、ガス化溶融炉の放射性セシウムの濃縮率をストー

カ式の焼却炉と同じ33.3倍とすれば安全側で評価できる。ただし、飛灰の発

生を抑制しスラグの生成を増やすために溶融飛灰を再度炉に投入している場

合は、濃縮率はこれより高くなる場合があるため、該当する施設は投入廃棄

物量に対する溶融飛灰の発生割合を確認することが望ましい。 

 

３．溶融スラグの再生利用の考え方 

溶融スラグの再生利用の観点については、広域処理推進ガイドラインで既

に示している、「Ⅱ 災害廃棄物の再生利用に関する評価」を参考に、製品

としてのスラグ中の放射性セシウム濃度がクリアランスレベル100Bq/kgを満

足する場合について評価すると、次のようになる。 

 

 

 



 

 

① 既存の溶融炉における実測データによれば（別添３表４参照）、溶融ス

ラグへの放射性セシウムの分配率（廃棄物中に含まれる放射性セシウム

がスラグに移行する割合）は、流動床式で約８％、シャフト式で約３％

となっている。いずれの方式でも放射性セシウムの９割以上は溶融飛灰

に移行しており、スラグに移行する割合は低い。 

② 一方、これらの施設における溶融スラグの発生割合（投入廃棄物量に対

するスラグ発生量の割合）は、流動床式で約５％、シャフト式で約10％

となっており（別添３表２参照）、分配率と考え合わせると、溶融スラ

グ中の放射性セシウム濃度は、流動床式の場合、投入廃棄物中の放射性

セシウム濃度から増加する可能性があるが、シャフト式の場合は、相当

程度低下することが見込まれる（別添３表４参照）。 

③ 例えば、広域処理対象となる岩手県の災害廃棄物の放射能濃度の測定結

果は、可燃物で不検出～104 Bq/kgであり、シャフト式であれば全量災害

廃棄物であっても、溶融スラグはクリアランスレベルを十分満足できる

と考えられ、また、流動床式であっても適切な災害廃棄物の混焼割合を

設定すればクリアランスレベルを満足できると考えられる。 

 

なお、溶融スラグは、そのまま利用されるのではなく、別添４に示すよう

に、コンクリート骨材やアスファルト混合物として利用される場合も多く、

その場合は、最終的に利用される製品（コンクリート、アスファルト）とし

て、クリアランスレベルを満足すべきものであることに留意が必要である。 

また、別添３に記載したように、ここでは溶融副資材（コークス、石灰等）

の寄与は考慮されていないので、今後のデータ蓄積に応じて、適宜検討を加

えることが必要である。 

 



 

 

溶融スラグの概要 

 

溶融スラグとは、廃棄物を約 1,300 度以上の高温に保った炉の中で溶融し、これを空気

中や水中で冷却固化して得られる生成物を言う。炉の形式や熱の与え方の違いにより、様々

な溶融方式があり（図１）、そのいずれかによって、ほとんどの廃棄物を溶融スラグ化する

ことが可能である。 

 

出典：国立環境研究所ニュース、第 27 巻、4 号、環境問題基礎知識 

図１ 様々な溶融方式 

 

溶融処理技術は、特に、一般廃棄物（自治体が収集する廃棄物で、家庭ごみが中心）の

処理において、溶融炉を焼却炉に併設したり（焼却灰溶融の場合）、焼却炉に置き換える形

で（ガス化・溶融や直接溶融の場合）、近年急速に普及している。一般廃棄物溶融スラグの

発生量は年間約 60万トンで、一般廃棄物焼却灰（約 600 万トン）の 10％にも相当する。ま

た、溶融施設の数は、一般廃棄物で 158 施設、下水汚泥、産業廃棄物を含めると約 200 施

設※と見積もられている（数字はいずれも 2005 年：（社）日本産業機械工業会調べ）。 

 

【引用文献】 

国立環境研究所ニュース、第 27 巻、4 号、環境問題基礎知識 

※(社)日本産業機械工業会の最新データ（2011 年版）によると溶融施設数は 237 施設 

別添１ 



 

 

ガス化溶融炉について 

 

ガス化溶融とは、ごみを熱分解し、生成した可燃性ガスとチャー（炭状の未燃物）をさ

らに高温で燃焼させ、その燃焼熱で灰分・不燃物等を溶融する技術であり、ダイオキシン

類の発生を抑制し、廃棄物を減容化するとともに溶融固化物であるスラグも回収・リサイ

クルできる点が特長である。 

ストーカ式などの廃棄物焼却施設においては、処理残さである焼却灰を溶融して資源化

する場合、そのための焼却残さ溶融施設等を併設して処理する必要があるのに対し、ガス

化溶融施設では、一つのプロセスでこの機能を達成することができる。 

ガス化溶融施設は、1980 年代以降のダイオキシン問題や最終処分場の逼迫を背景に、2000

年代に入り相当数の施設が稼動し始めた。 

ガス化溶融施設の種類を表 1 に示す。ガス化溶融施設は、ガス化と溶融を 1 つの炉で行

う一体方式と別々に行う分離方式に大別される。加熱方式には、廃棄物を熱分解する際に、

高温のガスで直接加熱する直接式と間接的に加熱する間接方式とがある。一体方式にはシ

ャフト式があり、分離方式で直接加熱方式としては流動床式があり、間接加熱方式として

はキルン式がある。 

表１ ガス化溶融施設分類 

方式 代表的な形式 加熱方式 

一体方式 シャフト式 直接 

分離方式 
流動床式 直接 

キルン式 間接 

出典：（社）全国都市清掃会議「ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2006 改訂版）」 

 

（１）シャフト式 

 図１にシャフト式ガス化溶融設備のフローを示す。 

 シャフト式ガス化溶融設備の特徴は、高炉技術を廃棄物焼却に応用した技術となってい

る点である。その代表的な処理工程では、ごみが、コークス、石灰石とともに炉の頂部か

ら投入され、シャフト炉下部から上昇してくる高温排ガスで熱分解を受ける。不燃物は、

熱分解カーボンとコークスを熱源として、1500℃以上の高温で溶融される。 

シャフト式は、キルン式、流動床式とは異なり、シャフト炉の中でガス化と溶融を行う

一体式となっている。その技術的な工夫としては以下の 3点が挙げられる。 

[1]シャフト炉から発生する未燃物である飛灰を捕集し、シャフト炉下部から吹き込んで

再利用することでコークス量を削減する。 

[2]廃棄物を間欠的に投入することによって発生蒸気と発電の安定性を確保し、熱分解コ

別添２ 



 

 

ントロールを行う。 

[3]コークスを熱源として用いるのとともに、廃棄物を効率的にガス化するために、炉底

部に形成させたコークス層の上に廃棄物を堆積させ、均一な空隙を持つ廃棄物層を形

成させる。 

  

 

出典：（社）全国都市清掃会議「ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2006 改訂版）」 

図１ シャフト式ガス化溶融炉システムのフロー例 

 

 

（２）流動床式 

 図２に流動床式ガス化溶融施設のフローを示す。 

この方式では、ごみを流動床式ガス化炉（充填した砂に空気を吹き込んで砂を流動状態

にした炉）に投入して、その一部を部分燃焼させ、燃焼熱を利用して可燃物を可燃ガスと

灰に熱分解する。可燃ガス、未燃分を後段の溶融炉で完全燃焼させ、その燃焼熱によって

灰を溶融スラグ化する。 

 流動床式ガス化溶融施設の主な特長として以下の点が挙げられる。 

[1]砂は熱容量が大きいため高負荷で処理することできるとともに竪型炉であることから、

省スペース化を図ることができる。 

[2]ごみ中の鉄、アルミは合金メタルにならず、またガス化炉内の砂で磨かれるとともに

酸化されずに分離できるため、資源価値の高い金属として回収できる。 

 

 



 

 

 

出典：（株）神鋼環境ソリューション「流動床式ガス化溶融炉」 

図２ 流動床式ガス化溶融施設のプロセスフロー 

 

（３）キルン式 

 図３にキルン式ガス化溶融設備のフローを示す。 

この方式では、ロータリーキルンと呼ばれる回転式の炉の中で廃棄物を間接的に加熱し

て分解し、後段の溶融炉で溶融する。廃熱は回収されて利用されるほか、溶融後に得られ

たスラグも回収して、路盤材等にリサイクルすることができる。 

キルン式ガス化溶融設備の特徴は、ごみの滞留時間が１～２時間と長く、時間をかけて

ガス化を行うことから、廃棄物の組成の変動の影響をあまり受けずに均質的な熱分解生成

物を得られることである。また、キルン式ガス化設備の必要熱量は概ねごみ発熱量の 20～

30%であり、次式で表される。 

（必要熱量）＝（ごみ中の水分蒸発潜熱）＋（ごみ自体の温度上昇顕熱）＋（熱分解熱） 

 

 この必要熱量を得るためには、以下の３つの方法があり、これらの組合せによるものも

ある。 

[1]燃焼溶融炉出口排ガスから熱回収する 

 [2]熱分解ガスを燃焼させた排ガスを熱源とする 

 [3]外部燃料を燃焼させた排ガスを熱源とする 

 



 

 

 

図３ キルン式ガス化溶融炉システムのフロー例 

 

 

【引用文献】 

国立環境研究所、環境技術解説 



 

 

溶融スラグ、溶融飛灰の放射性物質濃度の推計方法 

  

焼却灰等の放射性物質濃度は、処理する廃棄物の放射性物質濃度に、対象とする焼却灰

等（スラグや溶融飛灰等）への濃縮率と放射性物質の分配率（移動率）を乗じて推計する

ことが考えられ、スラグ、溶融飛灰の放射性物質濃度は以下のように定義できる。 

 

スラグの放射性物質濃度 

  ＝災害廃棄物の放射性物質濃度×放射性セシウムのスラグへの濃縮率 

×放射性セシウムの溶融飛灰への分配率 

  ＝災害廃棄物の放射性物質濃度×（1/スラグの発生割合） 

×放射性セシウムの溶融飛灰への分配率 

ここに、スラグの発生割合＝スラグ発生量／ごみ焼却量 

 

溶融飛灰の放射性物質濃度 

＝災害廃棄物の放射性物質濃度×放射性セシウムの溶融飛灰への濃縮率 

＝災害廃棄物の放射性物質濃度×（1/溶融飛灰の発生割合） 

ここに、溶融飛灰の発生割合＝溶融飛灰発生量／ごみ焼却量 

※ 溶融飛灰への分配率が極端に高く、すべての放射性物質が溶融飛灰に移行するものと安全側の仮定 

 

 以下では、統計データ1,2及び環境省が 16 都県から提供を受けた廃棄物処理施設の放射性

物質濃度測定結果等をもとに、溶融方式別の発生割合、分配率を整理し、スラグ、溶融飛

灰の放射性物質濃度の推計方法について考察する。 

 なお、以下の推計においては、溶融副資材（コークス、石灰等）の寄与は考慮されてい

ないが、正確にはこれらの寄与について考慮することが必要となる。したがって、今後の

データ蓄積に応じて、適宜この推計方法について検討を加えることが必要である。 

 

１ スラグ、溶融飛灰の発生量及び発生割合 

 「ごみ焼却施設台帳(平成 21年度版)」をもとに、ガス化溶融施設のスラグ及び溶融飛灰

の発生割合を整理した。 

 同台帳によると、全連続燃焼方式により廃棄物を処理している施設は全国で 626 施設あ

り、このうちガス化溶融施設を有している施設は 101 施設である。溶融方式別にはシャフ

ト式 48 施設、流動床式 36 施設、キルン式 14 施設、その他 3施設となっている。これらの

                                                   
1 ごみ焼却施設台帳(平成 21 年度版)、(財)廃棄物研究財団、平成 23 年 3月 

2 2010 年度版 エコスラグ有効利用の現状とデータ集、(社)日本産業機械工業会エコスラグ利用普及委員会、平成 23 年

6月 

別添３ 



 

 

うち、ごみ焼却量及び（溶融）スラグ排出量、溶融飛灰排出量が把握可能であったのは、

表 1に示すように 68 施設であった。 

 

表１ 廃棄物処理量等のデータが得られた施設数 

施設数 

溶融方式 
全データ※ 

スラグ等発生量 

把握可能 

シャフト式 48 施設 33 施設 

流動床式 36 施設 26 施設 

キルン式 14 施設 9 施設 

  その他 3 施設  

  計 101 施設 68 施設 

※「ごみ焼却施設台帳(平成 21 年度版)」より、全連続燃焼方式の焼却施設のうち 

ガス化溶融施設を有する施設を抽出。 

 

 ごみ焼却量及びスラグ排出量等が把握可能であった 68施設のデータは別紙１のとおりで

ある。これらのデータより、スラグ及び溶融飛灰の発生割合を次のように定義すると、そ

れぞれの発生割合は表 2のとおりとなる。 

 

スラグ発生割合＝スラグ発生量[t/年]／ごみ焼却量[t/年] 

溶融飛灰発生割合＝溶融飛灰発生量[t/年]／ごみ焼却量[t/年] 

 

 表 2 に示すように、スラグの発生割合は、シャフト式で 9.6%であり、流動床式はシャフ

ト式の約 1/2 の 4.6%であった。溶融飛灰の発生割合は各溶融方式とも 3～4%前後である。 

なお、スラグの発生割合をメーカー団体にヒアリングした結果を表 2 に（ ）書きで示

しているが、今回整理した結果とほぼ同程度の発生割合であった。 

 

表２ スラグ、溶融飛灰の発生割合 

溶融方式 スラグ (ヒアリング) 溶融飛灰 

シャフト式 9.6% (11%) 4.0% 

流動床式 4.6% (5%) 3.8% 

キルン式 6.8% (7%) 3.4% 

 



 

 

２ スラグ、溶融飛灰の分配率 

 分配率算定のためには、放射性物質濃度（ここでは放射性セシウム濃度）のデータが必

要である。ここでは 16 都県からデータ提供を受けた各施設の放射性セシウム濃度測定結果

を用いた。 

 別紙２は 16 都県のガス化溶融施設全 24 施設に、スラグ及び溶融飛灰の放射性セシウム

濃度測定結果をマッチングして整理したものである。このうち、スラグ、溶融飛灰の放射

性セシウム濃度が共に測定されており、かつ検出限界値以上の値が測定された施設は計 8

施設、19データであった（表 3）。 

 別紙２よりスラグ及び溶融飛灰の放射性セシウム濃度の傾向を概観すると、以下のとお

りとなる。 

・シャフト式における放射性セシウム濃度は、溶融飛灰においては百オーダーから数千オ

ーダーと差が大きいが、スラグについてはいずれの施設においても数十 Bq/kg 程度であ

り、スラグへの残留濃度は一定量程度に収まっている。 

・この傾向は、溶融飛灰の放射性セシウム濃度が極端に高い流山クリーンセンターを除け

ば流動床式においても見られ、スラグの放射性セシウム濃度は 100～200Bq/kg 程度でほ

ぼ同レベルである。 

 

表３ 放射性セシウム濃度データが得られた施設数及びデータ数（16 都県） 

施設数 

溶融方式 
施設数 データ数 

シャフト式 4 施設 7 

流動床式 4 施設 12 

キルン式 0 施設 0 

   計 8 施設 19 

  

放射性セシウムのスラグ及び溶融飛灰への分配率を次のように定義すると、スラグ、溶

融飛灰の分配率は、別紙２及び表 4のように整理できる。 

 なお、キルン式については、放射性物質濃度のデータが得られなかったため、分配率は

空欄としている。さらに、表 4には濃縮率も合わせて示した。 

 

スラグの放射性物質量[Bq/日]＝ 

スラグの放射性セシウム濃度[Bq/t]×スラグ発生量[t/日] 

溶融飛灰の放射性物質量[Bq/日]＝ 

溶融飛灰の放射性セシウム濃度[Bq/t]×溶融飛灰発生量[t/日] 

放射性物質総量[Bq/日]＝ 

スラグの放射性物質量[Bq/日]+溶融飛灰の放射性物質量[Bq/日] 



 

 

放射性セシウムのスラグへの分配率[%]＝ 

    スラグの放射性物質量[Bq/日]／放射性物質総量[Bq/日] 

放射性セシウムの溶融飛灰への分配率[%]＝ 

    溶融飛灰の放射性物質量[Bq/日]／放射性物質総量[Bq/日] 

 

表４ スラグ、溶融飛灰の放射性物質濃度推計のためのパラメータ 

溶融方式 
スラグ 溶融飛灰 

発生割合 分配率 発生割合 分配率 

シャフト式 9.6% 3.1% 4.0% 96.9% 

流動床式 4.6% 8.4% 3.8% 91.6% 

キルン式 6.8% --- 3.4% --- 

 

 これらのパラメータ（濃縮率、分配率）を用いることにより、対象とする災害廃棄物の

放射性物質濃度が分かれば、ガス化溶融施設において処理後のスラグ、溶融飛灰の放射性

物質濃度を推計することが可能と考える。 

 

 

【再掲】 

スラグの放射性物質濃度 

  ＝災害廃棄物の放射性物質濃度×放射性セシウムのスラグへの濃縮率 

×放射性セシウムの溶融飛灰への分配率 

  ＝災害廃棄物の放射性物質濃度×（1/スラグの発生割合） 

×放射性セシウムの溶融飛灰への分配率 

ここに、スラグの発生割合＝スラグ発生量／ごみ焼却量 

 

溶融飛灰の放射性物質濃度 

＝災害廃棄物の放射性物質濃度×放射性セシウムの溶融飛灰への濃縮率 

＝災害廃棄物の放射性物質濃度×（1/溶融飛灰の発生割合） 

ここに、溶融飛灰の発生割合＝溶融飛灰発生量／ごみ焼却量 

※ 溶融飛灰への分配率が極端に高く、すべての放射性物質が溶融飛灰に移行するものと安全側の仮定 

 

 

  



 

 

災害廃棄物を受け入れた場合のスラグの放射能濃度の評価 

  

溶融スラグの再生利用については、「一般廃棄物の溶融固化物の再生利用に関する指針」

（環境省、平成 19年 9月）により技術的な指導が行われている。 

同指針によれば溶融スラグの用途は以下のものとされている。 

①路盤材（下層路盤材、上層路盤材）、加熱アスファルト混合用骨材 

②コンクリート用溶融スラグ骨材（コンクリート二次製品用材料含む） 

③埋め戻し材、路床材等 

 

また、再生利用に当って土壌や地下水の汚染等を生じることがないよう、溶融スラグに

係る目標基準が設定されている。これらは、日本工業規格と同レベルのものであり、これ

を満たせば当該用途に用いる場合に安全と考えられるものである。 

①路盤材、加熱アスファルト混合物用骨材 

日本工業規格 A5032 に適合していること｡ 

②コンクリート用溶融スラグ骨材 

日本工業規格 A5031 に適合していること｡ 

③埋め戻し材、路床材等 

日本工業規格 A5032 の 4.2(有害物質の溶出量と含有量)の基準に適合していること。 

また、利用に当たっては、用途に応じて、強度、耐久性等の品質も満たす必要がある。 

 

 上記の日本工業規格については、重金属の溶出、含有量基準に適合していること、また

物性（化学成分、物理性状、膨張性、アルカリシリカ反応性、粒度）について規定されて

いる。 

  

なお、再生利用される際のそれぞれの製品の混合率については以下のようなガイドライ

ンの事例がある。これらの有効利用方法は自治体の公共事業に用いられる際には地域によ

って異なる基準が用いられているのが実情であるが、本資料が一応の目安となる。 

 

別添４ 



 

 

表１ スラグの再利用用途別の混合率等 

再利用用途 混合率 備 考 

①プレキャストコンク

リート製品の細骨材 

溶融スラグ細骨材混合率は、

質量比 50％以下とすること

を標準とする。 

（JIS A 5031 解説） 

溶融スラグ細骨材を用いたプレ

キャストコンクリート製品の水

セメント比は 55％以下とする。 

②アスファルト混合物 

 

溶融スラグ細骨材混合率は、

質量比 10％以下とすること

を標準とする。 

配合設計は、原則としてマーシャ

ル安定度試験により行い、マーシ

ャル特性値から最適アスファル

ト量を求める 

③埋め戻し材等 

 

溶融スラグは砂状であるた

め、スラグ単独または砂と混

合して利用する。 

スラグ単独で使用する場合は締

め固め度が小さい傾向があるた

め、施工時に注意する必要があ

る。 

出典）溶融スラグの有効利用に係るガイドライン、ゼロエミッション社会を目指す技術開発委員会、 

廃棄物・溶融スラグ利用技術専門部会 

上記のガイドラインに従うとした場合、プレキャストコンクリート製品に含まれる溶融

スラグの割合は 50％以下であるから、コンクリート製品の放射線濃度は溶融スラグの放射

線濃度の 1/2 以下となると判断される。同様にアスファルトの放射線濃度は溶融スラグの

放射線濃度の 1/10 以下となる。さらに、埋め戻し材はスラグ単独で用いられる場合には希

釈の効果はないことになる。 

 

製品の安全度の評価は、上記の計算によって再製品中でどの程度の再生スラグが利用さ

れるか（混入率）を評価して、製品中の濃度をクリアランスレベルと比較することで評価

できる。 

 

広域処理推進ガイドラインで示しているとおり、製品中の放射性物質濃度がクリアラン

スレベル（100Bq/kg）を満足していれば、広く一般に再生利用できることになるが、この

クリアランスレベルを基準に考えると、プレキャストコンクリート製品に質量比 50%でスラ

グを再利用する場合、スラグの放射性物質濃度は 200Bq/kg まで利用可能。また、アスファ

ルト混合物としての再利用する場合、スラグの質量比を 10%とすると、スラグの放射性物質

濃度は 1,000Bq/kg 以下まで利用可能である。 



別紙１ ガス化溶融施設の溶融方式別ごみ処理量、スラグ等排出量及びスラグ等の発生割合

スラグ 溶融飛灰 スラグ 溶融飛灰
A B C D=B/A E=C/A

[t/年] [t/年] [t/年]

日高中部衛生施設組合 日高中部環境センター 9,300 1,442 15.5%

釜石市 釜石市清掃工場 27,000 2,681 1,581 9.9% 5.9%

盛岡・紫波地区環境施設組合 ごみ焼却施設 33,438 3,981 2,197 11.9% 6.6%

秋田市 秋田市総合環境センター 溶融施設 （１・２号炉） 120,000 14,035 2,387 11.7% 2.0%

（株）かずさクリーンシステム 君津地域広域廃棄物処理施設（第１工場） 110,600 11,480 3,528 10.4% 3.2%

習志野市 芝園清掃工場 56,880 5,294 1,672 9.3% 2.9%

新潟市 鎧潟クリーンセンター 24,550 4,728 1,202 19.3% 4.9%

南魚沼市 環境衛生センター 可燃ごみ処理施設 23,200 1,399 719 6.0% 3.1%

美浜・三方環境衛生組合 ガス化溶融施設 5,720 344 254 6.0% 4.4%

多治見市 多治見三の倉センター 45,400 3,530 2,766 7.8% 6.1%

瑞浪市 瑞浪市クリーンセンター 11,000 675 6.1%

西濃環境整備組合 西濃環境保全センター 19,000 3,029 1,103 15.9% 5.8%

浜松市 天竜ごみ処理工場 7,800 447 187 5.7% 2.4%

島田市 田代環境プラザ 36,000 2,129 1,739 5.9% 4.8%

袋井市森町広域行政組合 中遠クリーンセンター 30,150 1,274 1,541 4.2% 5.1%

㈱鳴海クリーンシステム 名古屋市鳴海工場 99,950 17,333 4,240 17.3% 4.2%

亀山市 亀山市総合環境センター 21,300 2,924 555 13.7% 2.6%

茨木市 環境衛生センターごみ処理施設第２工場 72,000 7,648 10.6%

揖龍保健衛生施設事務組合 揖龍クリーンセンター 37,763 3,190 8.4%

浜田地区広域行政組合 エコクリーンセンター 21,794 1,556 650 7.1% 3.0%

香川県東部清掃施設組合 香川東部溶融クリーンセンター 33,200 3,226 1,121 9.7% 3.4%

安芸広域市町村圏事務組合 安芸広域メルトセンター 16,976 1,548 639 9.1% 3.8%

北九州市 北九州市新門司工場 155,000 14,380 6,983 9.3% 4.5%

飯塚市 飯塚市 クリーンセンター 27,000 2,142 1,271 7.9% 4.7%

玄界環境組合 宗像清掃工場（ECOパーク宗像） 32,000 2,914 949 9.1% 3.0%

甘木･朝倉･三井環境施設組合 廃棄物再生処理センター サン・ポート 30,000 2,468 1,138 8.2% 3.8%

筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 クリーンヒル宝満 48,799 5,155 1,102 10.6% 2.3%

北松北部環境組合 北松北部クリーンセンター（ごみ焼却施設） 12,400 716 5.8%

水俣芦北広域行政事務組合 水俣芦北広域行政事務組合クリーンセンター 8,516 517 6.1%

大分市 佐野清掃センター 85,850 6,573 7.7%

佐伯市 エコセンター番匠 24,415 2,932 1,115 12.0% 4.6%

中部北環境施設組合 美島環境クリーンセンター ごみ溶融施設 32,327 2,275 991 7.0% 3.1%

福山リサイクル発電（株） 福山リサイクル発電所 70,750 7,012 9.9%

根室北部廃棄物処理広域連合 根室北部広域ごみ処理施設 12,443 547 497 4.4% 4.0%

釧路広域連合 釧路広域連合清掃工場 59,000 1,740 1,528 2.9% 2.6%

石巻地区広域行政事務組合 石巻広域クリーンセンター 60,288 1,418 2,500 2.4% 4.1%

鹿角広域行政組合 ごみ焼却施設 14,200 434 3.1%

酒田地区広域行政組合 ごみ処理施設 48,700 1,352 2.8%

さしま環境管理事務組合 さしまクリーンセンター寺久 45,926 1,971 1,817 4.3% 4.0%

佐野市 みかもクリーンセンター（ごみ焼却処理施設） 26,646 812 3.0%

川口市 朝日環境センター 112,000 10,161 9.1%

流山市 流山市クリーンセンター 47,000 1,383 1,287 2.9% 2.7%

東京二十三区清掃一部事務組合 世田谷清掃工場 77,735 15,784 20.3%

石川北部アール・ディ・エフ広域処理組合石川北部RDFセンター 34,000 2,850 8.4%

南信州広域連合 桐林クリーンセンター 23,623 805 3.4%

南濃衛生施設利用事務組合 養老ドリームパーク 清掃センター 17,498 451 1,095 2.6% 6.3%

中濃地域広域行政事務組合 クリーンプラザ中濃 33,140 1,780 5.4%

豊田市 豊田市渡刈クリーンセンター 80,000 3,920 4,612 4.9% 5.8%

伊賀南部環境衛生組合 伊賀南部クリーンセンター 21,500 593 550 2.8% 2.6%

高砂市 美化センター 31,600 1,253 4.0%

桜井市 桜井市グリーンパーク 18,300 628 746 3.4% 4.1%

安芸地区衛生施設管理組合 安芸クリーンセンター 32,000 896 1,001 2.8% 3.1%

宇部市 宇部市環境保全センター 53,000 2,230 4.2%

鳴門市 鳴門市クリーンセンター 16,900 310 554 1.8% 3.3%

高松市 南部クリーンセンター 62,473 2,261 3.6%

対馬市 対馬クリーンセンター 9,593 296 402 3.1% 4.2%

五島市 五島市福江清掃センター 11,000 485 4.4%

有明広域行政事務組合 クリーンパークファイブ 10,470 571 348 5.5% 3.3%

大隅肝属広域事務組合 肝属地区清掃センター 34,380 1,453 4.2%

西いぶり広域連合 西胆振地域廃棄物広域処理施設 49,000 4,322 1,407 8.8% 2.9%

渡島廃棄物処理広域連合 渡島廃棄物処理広域連合 ごみ処理施設 32,556 1,314 4.0%

峡北広域行政事務組合 峡北広域環境衛生センター 31,000 1,930 6.2%

浜松市 浜松市西部清掃工場 116,000 9,000 5,100 7.8% 4.4%

掛川市・菊川市衛生施設組合 環境資源ギャラリー 29,755 1,450 1,147 4.9% 3.9%

豊橋市 資源化センター （１・２号炉） 109,909 5,551 7,107 5.1% 6.5%

知多市 知多市清掃センター 27,000 3,235 794 12.0% 2.9%

玄界環境組合 古賀清掃工場 44,149 2,773 688 6.3% 1.6%

八女西部広域事務組合 八女西部クリーンセンター 44,100 2,916 807 6.6% 1.8%

シャフト式 9.6% 4.0%

流動床式 4.6% 3.8%

キルン式 6.8% 3.4%

名称
(都市名、組合名等）

溶
融
方
式
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焼却量

溶融方式別平均値

シ
ャ
フ
ト
式

流
動
床
式

キ
ル
ン
式

発生割合排出量
施設名称



別紙２ ガス化溶融施設のスラグ、溶融飛灰の放射能物質量及びスラグ分配率

分配率

主灰 飛灰 スラグ
溶融
飛灰

混合灰 その他 測定日 Cs134 Cs137 Cs計 Cs134 Cs137 Cs計 スラグ 溶融飛灰 スラグ

A B1 B2 B3 B4 B5 B6 C3 C4 D3=B3*C3 D4=B4*C4 D3/(D3+D4)
[t/日] [日/月] [t/日] [t/日] [t/日] [t/日] [t/日] [t/日] [t/日] [Bq/kg] [Bq/kg] [Bq/kg] [Bq/kg] [Bq/kg] [Bq/kg] [KBq/日] [KBq/日] [%]

岩手県
盛岡・紫波地区
環境施設組合

清掃センター
ごみ焼却施設

シャフト式 全連続運転 160 2 シャフト式 27.5 127.0 11.0 7.0 2.0 7/8 11 ND 11 320 380 700 121 4,900 2.4%

8/22 140 150 290

9/20 180 250 430

10/5 130 160 290

11/7 120 140 260

茨城県
(財)茨城県
環境保全事業団

エコフロンティアかさま シャフト式 全連続運転 145 データなし シャフト式 31 118.7 18.7 11.2 7/14 20 22 42 2,100 2,400 4,500 785 50,400 1.5%

栃木県 日光市
日光市クリーンセン
ター

ストーカ式（可
動）

バッチ運転 40 2 シャフト式 31 126.0 6.0 2.9 0.3 7/13 7,250 8,800 16,050

8/9 6,600 7,510 14,110

9/8 6,830 8,210 15,040

10/18 4,980 6,160 11,140

千葉県 習志野市 芝園清掃工場 シャフト式 全連続運転 219 3 シャフト式 31 149.0 15.0 4.0 2.0 7/19 12 16 28 2,010 2,200 4,210 420 16,840 2.4%

10/31 18 25 43

千葉県
木更津市・君津市・
富津市・袖ケ浦市

君津地域広域廃棄物
処理施設（㈱かずさク
リーンシステム）

シャフト式 全連続運転 450 データなし シャフト式 31 315.1 36.5 9.6 4.2 8/2 21 23 44 2,150 2,380 4,530 1,605 43,561 3.6%

8/19 ND ND ND 1,470 1,700 3,170

9/6 21 22 43 1,730 2,010 3,740 1,568 35,964 4.2%

10/4 15 16 31 1,960 2,340 4,300 1,131 41,349 2.7%

10/18 17 20 37 1,300 1,580 2,880 1,349 27,694 4.6%

新潟県 新潟市
新潟市鎧潟
クリーンセンター

シャフト式 全連続運転 120 2 シャフト式 31 71.0 11.0 4.0 2.0 10/14 ND ND ND 14 18 32

新潟県 南魚沼市 環境衛生センター シャフト式 全連続運転 110 2 シャフト式 0 -- -- -- 6/29 17 22 39

10/4 600 700 1,300

静岡県 静岡市 西ケ谷清掃工場
ストーカ式（可
動）

全連続運転 400 2 シャフト式 31 441.2 30.9 13.8 7/4 ND ND ND 130 157 287

静岡県
袋井市森町
広域行政組合

中遠クリーンセンター シャフト式 全連続運転 132 2 シャフト式 31 67.8 4.6 4.1 0.5

静岡県 島田市 田代環境プラザ シャフト式 全連続運転 148 2 シャフト式 31 82.0 5.9 4.2 7/14 ND ND ND

静岡県 浜松市 天竜ごみ処理工場 シャフト式 全連続運転 36 2 シャフト式 13 32.1 1.9 0.8 7/22 ND ND ND 69 86 155

宮城県
石巻地区
広域行政事務組合

石巻広域ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 流動床式 全連続運転 230 2 流動床式 26.5 192.1 19.3 12.7 9/2 41 49 90

9/2 82 100 182

9/21 60 70 130

10/19 51 66 117

山形県
尾花沢市大石田町
環境衛生事業組合

環境衛生センター 流動床式 全連続運転 30 1 流動床式 25 26.0 0.6 1.0 7/15 ND ND ND 140 160 300

山形県 酒田市
酒田地区広域行政組
合

流動床式 全連続運転 196 2 流動床式 31 210.0 6.1 8.6 7/1 ND ND ND 31 32 63

茨城県
さしま環境管理
事務組合

さしまクリーンセンター
寺久

流動床式 全連続運転 206 2 流動床式 31 115.0 3.5 4.5 1.0 7/11 100 120 220 1,500 1,600 3,100 770 13,950 5.2%

7/12 1,500 1,600 3,100

10/20 26 45 71

栃木県 佐野市 みかもクリーンセンター 流動床式 全連続運転 128 2 流動床式 23 79.4 2.4 2.8 1.7 7/19 1,380 1,560 2,940

埼玉県 川越市
川越市資源化センター
熱回収施設

流動床式 全連続運転 265 2 流動床式 8 109.0 10.0 3.0 7/25 1,200 1,500 2,700

埼玉県 川口市
川口市朝日環境セン
ター

流動床式 全連続運転 420 3 流動床式 31 335.0 27.0 11.0 7/6 84 94 178 1,700 1,900 3,600 4,806 39,600 10.8%

8/4 74 100 174 1,400 1,700 3,100 4,698 34,100 12.1%

8/30 54 68 122 1,200 1,400 2,600 3,294 28,600 10.3%

9/29 47 78 125 1,500 1,900 3,400 3,375 37,400 8.3%

10/27 58 69 127 1,300 1,700 3,000 3,429 33,000 9.4%

千葉県 流山市
流山市クリーンセン
ター

流動床式 全連続運転 207 3 流動床式 31 187.0 6.3 5.5 6.3 7/5 491 558 1,049 13,400 14,700 28,100 6,630 153,988 4.1%

8/2 542 604 1,146 9,310 10,900 20,210 7,243 110,751 6.1%

東京都
東京二十三区清掃
一部事務組合

世田谷清掃工場 流動床式 全連続運転 300 2 流動床式 7 174.0 44.6

神奈川県 相模原市 南清掃工場 流動床式 全連続運転 525 3 流動床式 31 338.0 18.0 15.0 15.0 6/29 97 110 207 999 1,095 2,094 3,726 31,410 10.6%

8/4 58 67 125 807 921 1,728 2,250 25,920 8.0%

9/7 42 49 91 487 579 1,066 1,638 15,990 9.3%

10/4 53 65 118 849 1,030 1,879 2,124 28,185 7.0%

山梨県
峡北広域行政
事務組合

峡北広域環境衛生セン
ター

その他 全連続運転 160 2 キルン式 31 104.0 4.0 8/29 ND ND ND

静岡県
掛川市・菊川市
衛生施設組合

環境資源ギャラリー 回転式 全連続運転 140 2 キルン式 31 98.8 0.8 4.3 1.3

静岡県 浜松市 浜松市西部清掃工場 回転式 全連続運転 450 3 キルン式 31 415.7 32.4 15.7 7/22 ND ND ND 132 150 282

最大 4.6%

平均(算術) 3.1%

最小 1.5%

最大 12.1%

平均(算術) 8.4%

最小 4.1%

最大 --

平均(算術) --

最小 --

施設名
市町村・組合・

会社名
都道府県

名
処理
能力

炉型式

キルン式

流動床式

シャフト式

溶融方式別分配率（スラグ）

スラグ 放射性物質濃度 溶融飛灰 放射性物質濃度 放射性物質量
処理方式

焼却灰等発生量
平均

処理量
稼働
日数

炉数
溶融方式

（ガス化溶融）


